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※ 上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

※当資料内で、「毎月決算型」および「年1回決算型」を総称して「当ファンド」と表記する場合があります。

2023年もインフレ動向に着目

2022年は国内外にて急速にインフレが進行し、多くのモノやサービスが値上げされました。

2023年には、世界各国のインフレ率は徐々に穏やかになることが予想されますが、引き続きプラス圏

での推移であり、インフレ率がマイナスにならない限り、モノやサービスの値段は上昇傾向が続くと考

えられます。

そのため、インフレ率はピークアウトするものの、物価上昇は継続すると予想します。
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この先インフレはどうなる？ インフレで「買うチカラ」を維持・向上する方法は？

インフレ下で、「買うチカラ（購買力）」を維持・向上するためには？

物価（モノやサービスの価格）が上昇すると、同じ金額で買えるモノやサービスは減量・減少してしまうた

め、お金の価値が目減りしていることになります。インフレ下において「買うチカラ（購買力）」の維持・向上

をするためには、物価の上昇率以上で、資産を増やしていく必要があります。現在の預金金利は低水準で

あり、預金での購買力の維持は難しいため、資産運用の必要性は高まっています。

そこで当ファンド、インフレに強いと考えられる銘柄を厳選したインフレ特化型バランスファンド、インフ

レ・ファイターを活用されてはいかがでしょうか。

インフレに注目が集まった2022年。2023年はどうなる？

OECD 消費者物価指数とインフレ率（同指数の前年同月比）の推移

期間：1980年1月～2022年12月、月次
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出所：ブルームバーグ
※消費者物価指数は季節調整前です。また、OECD(経済協力開発機構)は38ヶ国の先進国が加盟する国際機関の一つです。
※消費者物価指数は1980年1月を100として指数化。
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インフレ率が下がっても、マイナスに
ならなければ、物価は上昇

インフレ率はプラスであることが多く、
マイナスの場合は物価の下落を意味する

インフレ率が下がっても、マイナスに
ならなければ、物価は上昇

インフレ率はプラスであることが多く、
マイナスの場合は物価の下落を意味する
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<ご参考> 飲食料品の値上げは継続、値上げ率は昨年より4％大きく

米国および日本のインフレについて

米国では、エネルギー価格の下落や政策金利の引き上げなどにより、インフレ率が徐々に減速していま

す。しかし、サービス価格の上昇や、賃金が高止まりしていることなどから、2023年も過去対比で高

水準での推移が続くと予想されます。

欧米のインフレが落ち着きを見せるなか、日本のインフレ率は未だ前年比で加速しています。グローバ

ルな原材料、製品価格高騰の一巡に加え、円安の一服感などにより今後は徐々に減速する展開を想定

しているものの、価格転嫁の動きが社会的に許容され始めたことや賃上げの機運が高まっているこ

となどから、2023年前半は過去対比で高水準での推移が予想されます。

当ファンドでは、インフレに強いと考えられる資産を厳選し分散投資を行うことにより、中長期的にイ

ンフレ率を上回る運用成果を目指しています。

 2023年もインフレの継続が見込まれるなか、当ファンドでは物価上昇に連動して元本が増大する物

価連動国債や、高い価格決定力を持ち、インフレ下でも安定した収益が期待されるモノポリー企業な

どに投資しており、こうした資産は引き続きインフレ環境下でも強さを発揮すると期待しています。

当ファンドについて

2022-23年の食品値上げ 品目数/月別 ※2022年12月31日時点

2022年の食品値上げ

累計2万0,822品目

平均値上げ率(年間平均) 14％

2023年4月までの食品値上げ

累計7,390品目

平均値上げ率(年間平均) 18％

2023年1月

※ 調査時点の食品105社の2022-23年価格改定計画。実施済みを含む。品目数は再値上げなど重複を含む。
※  品目数および値上げは、各社発表に基づく。また、年内に複数回値上げを行った品目は、それぞれ別品目としてカウント。値上げ率は発表

時点における最大値を採用。なお、価格据え置き・内容量減による「実質値上げ」も対象に含む。

出所:帝国テータバンクのデータをもとに東京海上アセットマネジメントが作成

期間：2022年1月～2023年4月、月次

米国および日本のインフレ率(消費者物価指数の前年同月比)

期間：2012年1月～2022年12月、月次

※消費者物価指数は季節調整前です。 出所:ブルームバーグ

2023年のインフレ動向と当ファンドの見通し

2022年

※ 上記は作成日時点の弊社の見解であり、今後、予告なく変更することがあります。
※ 上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の運用成果等を示すものではありません。
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収益分配金に関する留意事項



ファンドの特色
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投資信託証券への投資を通じて、米国短期国債、海外物価連動国債、国内物価連動国
債、海外株式、日本および米国の住宅REIT、金に分散投資を行います。

各投資信託証券への投資比率は、以下を基本とします。

外貨建て資産のうち、原則として、以下の投資信託証券において為替ヘッジを行うことに
より為替変動リスクの低減を図ります。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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米国短期国債 インフレーション時の金融政策として利上げが行われた場合、利回りの上昇が見込まれます。

物価連動国債
物価の動きに連動して元金額や利子額が増減します。利子額や償還額が物価に応じて増減す
るため、物価上昇時に実質的な資産価値が低減しません。

海外株式
(モノポリー企業の株式)

モノポリー企業とは、高い参入障壁等により、一定の地域においてモノ・サービス等を独占・寡
占していると判断する企業を言い、これらの企業の株式に投資します。生活に必要不可欠な
モノ・サービス等を提供するため、価格決定力があり、物価上昇時においても相対的に安定し
た収益性を有します。

日米住宅REIT
オフィスや商業施設等と比較して賃貸借契約が短期であるため、物価上昇に応じた賃料の上
昇が反映されやすく、また不動産価格の上昇による恩恵が期待できます。

金
物価上昇により貨幣価値が低下する局面で、実物資産である金は選好され、価格の上昇が期
待できます。また、株式や債券とは異なる値動きをする傾向があり、組み合わせて投資するこ
とで分散効果が期待できます。

投資対象資産 投資信託証券 投資比率

米国短期国債 東京海上・米国短期国債マザーファンド 20％＊

海外物価連動国債 東京海上・グローバル物価連動国債マザーファンド 20％＊

国内物価連動国債 TMA物価連動国債マザーファンド 20％

海外株式(モノポリー企業の株式) 世界モノポリー戦略株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家限定） 20％

日米住宅REIT 東京海上・日米住宅ＲＥＩＴマザーファンド（為替ヘッジあり） 10％

金 東京海上・ゴールドマザーファンド（為替ヘッジあり） 10％

・インフレーション（物価が継続的に上昇する）期間において資産価値の上昇が期待できると考える資産へ
分散投資を行います。

・以下の投資信託証券において為替ヘッジを行います。なお、「東京海上・米国短期国債マザーファンド」および「東京
海上・グローバル物価連動国債マザーファンド」については為替ヘッジは行いません。
世界モノポリー戦略株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家限定）
東京海上・日米住宅ＲＥＩＴマザーファンド（為替ヘッジあり）
東京海上・ゴールドマザーファンド（為替ヘッジあり）

＊各投資比率は20％を基本としますが、金利動向等により、各10％～30％、合計40％の範囲内で比率を変更します。
※原則として月次でリバランスを行います。
※組入資産の価格変動や市況の動向等によっては、各資産の実際の組入比率は上記比率と異なる場合があります。
※投資環境・経済構造等の変化によっては、投資比率を変更することがあります。

※為替ヘッジを行うことで、為替変動リスクの低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。
※一般的に、円金利がヘッジ対象通貨の金利よりも低い場合、これらの金利差相当分のヘッジコストが発生します。

ただし、為替市場における需給の影響等によっては、金利差相当分以上のヘッジコストがかかる場合があります。
※「世界モノポリー戦略株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家限定）」については、ヘッジコストが過大と判断される

際等には、一部の通貨について、為替ヘッジを行わない場合があります。



※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。ファンドの主なリスク

● 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されている
ものではなく、投資元本を割り込むことがあります。

● 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

● 投資信託は預貯金や保険と異なります。

● ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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価格変動
リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価
は、短期的または長期的に大きく下落することがあります（発行企業が経営不安、倒産等に陥っ
た場合には、投資資金が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株価が下落した場合に
は、基準価額が下落する要因となります。
REITの価格は、REITが保有する不動産の評価の下落、不動産市況に対する見通しや需給等、
さまざまな要因を反映して変動します。組入REITの価格が下落した場合には、基準価額が下落
する要因となります。
物価連動国債の価格は、物価変動の影響を受ける（満期時に物価が下落した場合は債券の償還
金額が元本を下回ることもあります。）ため、基準価額の動きが必ずしも金利動向と一致しない
場合があります。
金の価格は、需給関係や為替、金利変動、政治・経済的事由、技術発展、資源開発、政府の規制・
介入、投機資金の動向等の様々な要因により変動します。金の価格が下落した場合は、基準価額
の下落要因となります。

金利変動
リスク

公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は下落し、反対に金利が下落した場合には価格
は上昇します。したがって、金利が上昇した場合、基準価額が下落する要因となります。
REITは、金利が上昇する場合、他の有価証券の利回り等との比較から売却され、価格が下落す
ることがあります。また金利の上昇は、金融機関等から借入れを行っているREITの場合、その
返済負担が大きくなり、REITの価格下落や配当金の減少につながる場合があります。したがっ
て、金利の上昇に伴い基準価額が下落することがあります。

信用

リスク

一般に、公社債や短期金融商品等の発行体にデフォルト（債務不履行）が生じた場合、またはデ
フォルトが予想される場合には、当該公社債等の価格は大幅に下落することになります。した
がって、組入公社債等にデフォルトが生じた場合、またデフォルトが予想される場合には、基準価
額が下落する要因となります。
REITは、信用状況（経営や財務状況等）が悪化した場合、倒産等の状況に陥り投資した資金が回
収できなくなる場合があります。また、こうした状況に陥ると予想される場合、当該REITの価格
が下落する場合があります。したがって、信用状況の悪化に伴い基準価額が下落することがあり
ます。

為替変動
リスク

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変
動の影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給そ
の他の要因により大幅に変動することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替
レートが円高方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要因となります。
なお、投資対象とする一部の投資信託証券において、原則として為替ヘッジを行い為替変動リス
クの低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。また、円金利
がヘッジ対象通貨建ての金利より低い場合、これらの金利差相当分のヘッジコストがかかります。
ただし、為替市場における需給の影響等によっては、金利差相当分以上のヘッジコストがかかる
場合があります。

カントリー
リスク

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取
引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、投資方針に
沿った運用が困難となることがあります。
また、投資対象国・地域には新興国が含まれています。新興国を取巻く社会的・経済的環境は不
透明な場合もあり、金融危機、デフォルト（債務不履行）、重大な政策変更や様々な規制の新たな
導入等による投資環境の変化が、先進国への投資に比べてより大きなリスク要因となることが
あります。
さらに、新興国においては市場規模が小さく流動性が低い場合があり、そのため組入資産の価
格変動が大きくなることがあります。

流動性
リスク

受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行うことが
あります。その際、組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する要因となりま
す。

法制度等の
変更リスク

REITおよび不動産等に関する法制度（税制・建築規制等）が変更となった場合、REITの価格下
落や配当金の減少につながる場合があります。したがって、法制度の変更に伴い基準価額が下
落することがあります。

基準価額の変動要因



お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換金単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して、7営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として午後3時までに、販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込
受付の中止
および取消し

取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき

は、購入・ 換金のお申込みの受付を中止すること、およびすでに受け付けた購入・換金の

お申込みの受付を取り消すことがあります。

購入・換金
申込不可日

以下に該当する日には、購入・換金のお申込みができません。

・ニューヨーク証券取引所の休業日

・ニューヨークの銀行の休業日

・ロンドン証券取引所の休業日

信託期間 2032年11月15日まで（2022年11月17日設定）

繰上償還

主要投資対象とする「世界モノポリー戦略株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家限

定）」が存続しないこととなる場合は、繰上償還となります。

以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。

・受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき

・ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき

・やむを得ない事情が発生したとき

決算日
毎月決算型：毎月15日(休業日の場合は翌営業日)

年1回決算型：11月15日(休業日の場合は翌営業日)

収益分配

毎月決算型：年12回の決算時に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。

年1回決算型：年1回の決算時に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について、保証するものではありません。

※分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

※販売会社との契約によっては再投資が可能です。

課税関係

収益分配時の普通分配金、換金時および償還時の差益に対して課税されます。

課税上は株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は、税法上、少額投資非課税制度「NISA」および未成年者少額投資

非課税制度「ジュニアNISA」の適用対象です。

配当控除および益金不算入制度の適用はありません。

※上記は、2022年7月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合が

あります。
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。



ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用（購入時・換金時）

購入時手数料
購入価額に3.3％（税抜3％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める

額とします。 詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用（保有時）

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を加えた実質的な信託報酬率は、

信託財産の純資産総額に対し、年率1.1396％（税抜1.036％）程度※1となります。

ファンドの信託報酬率 ：年率1.001％（税抜0.91％）

投資対象とする投資信託証券の信託報酬率：年率0.1386％（税抜0.126％）※2

※1 ファンドが投資対象とする投資信託証券（「世界モノポリー戦略株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家

限定）」。以下、※2においても同じ。）の信託報酬率を加味して、投資者の皆様が実質的に負担する信託報酬率につい

て算出したものです。なお、投資対象とする投資信託証券の投資比率等により変動します。

※2 ファンドが投資対象とする投資信託証券の投資比率に基づき算出したものです。

その他の費用・
手数料

以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。

・監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年99万円）を日々計上

します。

毎月決算型： 毎計算期末または信託終了の時にファンドから支払われます。

年1回決算型： 毎計算期間の最初の６ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了の時

にファンドから支払われます。

・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料

・資産を外国で保管する場合にかかる費用

・信託事務等にかかる諸費用

・投資対象とする投資信託証券における諸費用
※監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示する

ことができません。

※「ファンドの費用」に記載する手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。

※ファンドが実質的に投資するREIT、ETFについては、市場の需給等により価格形成されるため、REIT、ETFの費用は表示しておりません。
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

【一般的な留意事項】

■当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては必ず投

資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

■ 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された図表等

の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

■ 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。し

たがって、元本が保証されているものではありません。

■ 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および損失は、

全て投資家に帰属します。

■ 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

■ 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

■ 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。



⽇本証券業協会
⼀般社団法⼈

⽇本投資顧問業
協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品

取引業協会

株式会社愛知銀⾏ 登録⾦融機関
東海財務局⻑（登⾦）第12号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者
関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBI新⽣銀⾏
（委託⾦融商品取引業者 株式会社
  SBI証券）

登録⾦融機関
関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

株式会社⼗六銀⾏ 登録⾦融機関
東海財務局⻑（登⾦）第7号 ○ ○

株式会社⼤東銀⾏※ 登録⾦融機関
東北財務局⻑（登⾦）第17号 ○

株式会社中京銀⾏ 登録⾦融機関
東海財務局⻑（登⾦）第17号 ○

株式会社名古屋銀⾏※ 登録⾦融機関
東海財務局⻑（登⾦）第19号 ○

⼋⼗⼆証券株式会社 ⾦融商品取引業者
関東財務局⻑（⾦商）第21号 ○ ○

ひろぎん証券株式会社※ ⾦融商品取引業者
中国財務局⻑（⾦商）第20号 ○

株式会社北海道銀⾏ 登録⾦融機関
北海道財務局⻑（登⾦）第1号 ○ ○

商号（五⼗⾳順） 登録番号

加⼊協会
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ファンドの関係法人

■ 販売会社（2023年2月10日時点）

https://www.tokiomarineam.co.jp

サービスデスク 0120-712-016

※営業日の9時～17時

■ 設定・運用 お問い合わせは

商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

※株式会社大東銀行は、東京海上・物価対応バランスファンド（毎月決算型）のみのお取扱いとなります。

株式会社名古屋銀行およびひろぎん証券株式会社は、東京海上・物価対応バランスファンド（年1回決算型）のみのお取扱いとなります。

*株式会社名古屋銀行でのお取扱いは、2023年2月15日からを予定しております。

*


